居宅介護支援　重要事項説明書兼契約書
居宅介護支援事業所輝き

１　事業の目的

	事業の目的
	「居宅介護支援事業所輝き」（以下「事業所という。」）が行う指定居宅介護支援の事業（以下「事業」という。）は、居宅において要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適切な居宅介護支援を提供する事を目的とします。


２　運営の方針

	　　　　
運営方針
	事業所の介護支援専門員は、可能な限り利用者の居宅において、その置かれている環境等に応じ、利用者の選択に基づいた、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう援助を行います。

事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることのないよう公正中立に行います。利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能です。また、ケアマネージャーに対し、その事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能です。
指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具及び地域密着通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所に置いて作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合（上位3位まで）等につき口頭での説明を懇切丁寧に説明します。
前6月については、①前期（3月1日から8月末日）②後期（9月1日から2月末日）における当該事業所において作成された居宅サービス計画を対象とします。利用状況は別紙の通りです。
市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施設事業者、その他のサービス機関との連携に努めます。


３　事業の内容

《市町村への届出》
居宅介護支援サービスを受ける際には、その旨を市町村に届け出て、介護保険被保険者証に記載する必要があります。具体的な手続きは担当の介護支援専門員にご相談下さい。

	居宅介護支援
	1 居宅介護サービス計画の作成

2 居宅サービス事業者との連絡調整

3 サービス実施状況の把握と評価

4 利用者の状況把握

5 給付管理

6 要介護（支援）認定に対する協力援助
7 相談業務


	留意事項

	1 居宅サービス計画は、基本的に１ヶ月を単位として作成しています。

2 サービスの変更を希望される場合は、早めに担当の介護支援専門員にお知らせ下さい。

3 入院時に担当ケアマネージャーの氏名や連絡先等を入院先医療機関にお知らせいただきますようお願いいたします。また退院日程がわかり次第ご連絡下さい。



４　利用者負担金
	利用料
	通常の場合、居宅介護支援については、利用者の負担はありません。

	交通費
	介護支援専門員が通常のサービス地域を越える場所に訪問・出張する必要がある場合には、その実費（自動車利用の場合：1ｋｍあたり２０円）の支払が必要となります。


（1） 基本料金（非課税）
厚生労働省に定められた単位数により実施しています。
要介護認定を受けた方は介護保険制度から全額保険給付され基本料金（自己負担）はありません。
５　サービス提供の記録等

	記録等
	事業所は、｢サービス利用票｣その他の記録を作成して２年間は保管します。継続的に情報提供・説明等を行い、利用者の求めがあれば公開し、実費負担によりその写しをお渡しします。


６　担当の介護支援専門員等

①　担当する介護支援専門員に、サービスについてご相談やご不満がある場合には、どんな事でもお寄せ下さい。

2 担当する介護支援専門員を事業所側の事情により変更する場合には、あらかじめ利用者（家族）と協議します。
	担当介護支援専門員
	

	連絡先：電話番号
	０８２－２８５－６００５


７　事業所の概要

	事業所名
	居宅介護支援事業所　輝き

	所在地
	広島市南区北大河町３９番１号

	事業者指定番号
	広島県指定　第　３４７０１００４９０　号

	管理者・連絡先
	所長　植竹信吾
管理者　吉田朋子
電話番号　　０８２（２８５）６００５

	通常のサービス

提供地域
	広島市南区内


８　事業所の職員体制等

	職種
	人　　　　　　員
	指定基準

	管理者
	１
	１

	介護支援専門員
	常勤兼務（管理者と兼務）　１　　　　常勤専任　1
	常勤専任　１以上


９　営業日及び営業時間

	営業日
	　月　～　金

	営業時間
	　８時３０分　～　１７時３０分

	休日
	　土、日、祝日　及び　１２月２９日　～　１月３日


（注）　緊急時等には、電話等により２４時間連絡可能です（休日も含む）。
１０　相談窓口・苦情対応

○サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。

　　相談窓口：担当居宅介護支援専門員　（　６　に定める者　）
　　苦情窓口：当施設事務次長　植竹　敬子
○苦情申立てがあった場合は、苦情受付票に記録するとともに、苦情処理要綱にしたがって解決を図ります。
○苦情処理要綱に定める第三者委員
板坂勝司様　広島市南区南大河町１９－３２　　電話　：　０８２－２８５－２６４８
○公的機関においても、苦情申出等ができます。

	広島県国民健康保険団体連合会

（国保連）　介護保険課
	所在地：広島市中区東白島町１９番４９号
　　　　　 国保会館
電話番号：０８２（５５４）０７８３
ＦＡＸ番号：０８２（５１１）９１２６

	（南区の場合）

広島市南区介護保険課
※各区の介護保険担当窓口へ
	所在地：広島市南区皆実町一丁目４番４６号

電話番号：０８２（２５０）４１０９

ＦＡＸ番号：０８２（２５４）９１８４

	広島市健康福祉局高齢福祉部
介護保険課
	所在地：広島市中区国泰寺町１丁目６番３４号
電話番号：０８２（５０４）２１８３
FAX番号：０８２（５０４）２１３６


１１　利用者の解約権

　利用者は、居宅サービス計画作成変更届出書を各区市町村の介護保険担当窓口へ提出することによって、この居宅介護支援事業所を変更することができます。

１２　事業所の解約権

　事業所は、利用者の著しい不信行為によりサービスを継続することが困難となった場合は、その理由を記載した文書により、このサービスを終了することができます。

１３　サービスの終了

（１）　次のいずれかの事由が発生した場合は、このサービスは終了するものとします。

　　①　利用者から変更の意思表示がなされ、居宅サービス計画作成変更届出書が提出されたとき。

　　②　１２で定める条件が満たされ、かつ事業者からサービス終了の意思表示がなされたとき。

　　③　次の理由で利用者にサービスが提供できなくなったとき

　　ⅰ　利用者が要介護認定において非該当または要支援と判定されたとき
　　ⅱ　利用者が死亡したとき

（２）　事業所は、サービスの終了にあたり必要があると認められる場合は、利用者が指定する他の居宅介護支援事業者等への関係記録（写し）の引き継ぎ、介護保険外サービスの利用に係る市町村等への連絡等の調整を行うものとします。

１４　事故発生時の対応方法
　利用者に様態の変化等があった場合は、医師に連絡する等必要な処置を講ずるほか、事前に届けられた「緊急時連絡先」により速やかに連絡いたします。連絡先に変更があった場合は申し出てください。
２　サービスの提供により万一事故が発生した場合は、速やかに保険者、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。
３　起こった事故の状況及び事故に際して採った措置について記録するとともに、原因を究明して再発を防ぐための対策を講じます。

４　サービスの提供に当たって、万一の事故発生に備えて事業所において、損害賠償保険に加入します。万一事故が発生し、利用者の生命・身体に損害が発生した場合、不可抗力による場合を除き、利用者に対して損害を賠償します。ただし、利用者に重大な過失がある場合はこの限りではありません。
１５　当法人の概要

	名称・法人種別
	社会福祉法人　輝き奉仕会

	代表者名
	理事長　　植　竹　信　吾

	所在地
	広島市南区北大河町３９番１号

	事業の種類
	特別養護老人ホーム　輝き

ショートステイ　輝き

デイサービスセンター　輝き

居宅介護支援事業所　輝き


１６　その他

　この重要事項説明に定めない事項については、介護保険関係法令その他の定めるところを尊重し、双方が誠意を持って協議の上定めます。

個人情報使用について

　利用者及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用することとします。

記

１　使用する目的

　利用者のための居宅サービス計画に沿って円滑にサービスを提供するために実施されるサービス担当者会議、介護支援専門員と事業者との連絡調整等において必要な場合

２　使用する機関

　利用者にサービスを提供する（予定）の事業者及び主治医及び入院先医療機関等
３　使用する期間

　当事業所が居宅サービス計画を担当する期間

　事業所を変更する場合は引継ぎに必要な期間

４　条　件

　①　個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係者以外の者に漏れることのないよう細心の注意を払うこと。

1 　個人情報を使用した相手方、内容等の経過を記録しておくこと。

以上

業務継続計画に関する事項
非常災害の発生、感染症の発生及びまん延等が発生した場合でもあっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定を求める観点から業務継続計画の策定、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等取り組みます。
身体的拘束等に関する事項
　利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこととし、身体的拘束等を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。
虐待防止に関する事項

利用者の人権擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生またはその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めます。
男女雇用機会均等法に関する事項
男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策に取り組みます。
居宅介護支援サービスの提供にあたり上記のとおり丁寧に説明しました。
事業者


所在地
広島市南区北大河町３９番１号




法人名
社会福祉法人　輝き奉仕会




代表者名
理事長　　植　竹　信　吾



事業所名
居宅介護支援事業所　輝き




説明者
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
居宅介護支援サービスの利用にあたり、上記のとおり説明を受け、理解し同意しました。






令和　　　年　　　月　　　日




利用者　
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




代理人又は立会人






住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄：　　　　　　）
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